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（企画競争） 

 

 

       日本アセアンセンター 

観光交流クラスター 

 

 

１．事業目的 

日本に在住する ASEAN 加盟国の女性の志向や生活を紹介し、日本人の各国への興味・

理解を深めると共に、ASEAN 各国の視聴者には日本の文化や生活環境を紹介し、相互

理解を深める。 

 

２．事業概要 

想定する主な視聴者：20 代の日本人および ASEAN 諸国の女性 

プラットフォーム：YouTube に掲載・Instagram、FB、ウェブサイトとの連携 

内容：ASEAN 諸国の女性の日本での生活を取材し、彼女たちの持つ信念や夢を紹介す

る。  

その他： 

(1) ブルネイ・カンボジア・ラオス・マレーシア・ミャンマー・フィリピン・シンガポ

ール・タイ・ベトナムの 9 か国について 1 本ずつ、並びにインドネシア（制作済）

を含めた 10 か国をまとめた動画を 1 本、計 10 本制作する。 

(2) 感性に働きかけ共感を得られる動画にする。 

(3) 視聴者が出演者からの好影響で人生に前向きになれるシナリオ構成にする。 

(4) 日本人視聴者が ASEAN 諸国に対し発展途上国という典型的な印象ではなく、多く

を学べるパートナーであるとの印象を持つ動画を目指す。 

(5) ASEAN 諸国の視聴者が出演者を通して日本に好印象を持ち、自分の夢を叶える場

所として日本を選択したくなる動画を目指す。 

(6) 撮影対象女性は日本アセアンセンターが指定する。 

(7) 動画の長さはそれぞれ 3 分程度。 

(8) 画質は４K 以上。 

(9) 最終完成品は英語・日本語の字幕付とする。 

(10) 納期：2021 年 2 月末日 

(11) 目標再生回数：500 回/本 （アップロードから 6 か月以内） 



3.   提出書類（企画提案書） 

  (1) 企画書（日本語・英語で通用する動画のシリーズタイトル、動画の流れ構成案、本

予算内で制作できる動画と同等レベルの過去の動画作品 2 例以上、撮影チームの

語学対応体制*、字幕制作作業体制。） 

 *撮影対象者が日本語でのコミュニケーションを苦手とする場合の対応方法。 

  (2) 業務実施体制 

(3) 作業工程 

  (4) 参考見積（概算）及びその内訳 

提案された企画案実施のために必要な経費（消費税含む）について、概算額（人件

費、資機材費、交通費、運搬費、編集費、諸経費等の費目ごとの内訳）を提示する 

  (5) 成果物の効果的な配信方法の提案（こちらは参考までに、提案がある場合のみお知

らせください） 

  (6) 提出期限 2021 年 10 月 19 日（火）17：00 までにメールで提出（A4 版）。 

   (7) 提出先 日本アセアンセンター観光交流クラスター  

担当 藤川(nfujikawa@asean.or.jp) 

  なお、メールでご提出いただいた書類は返却いたしません。 

    

４．企画入札に際しての留意事項 

(1) 評価は、以下の基準により行います 

(a) 業務の目的、内容について正確に理解し、当該目的の達成のために合理的 

と考えられる提案をしているか 

  (b)  提案内容に独創性が見られ、かつ、説得力を有しているか 

  (c)  提案内容が、具体性、妥当性を伴っているか 

  (d)  作業工程や内外での体制等が事業を確実に遂行できるものとなっているか 

(2) 本業務の参考規模は、上限 495 万円（消費税を含む）とします 

なお、取材地が委託業者本社所在地より 50 キロ以上離れた場所で行われる場合、

撮影チーム 2 名分の公共交通機関利用の交通費を弊センター基準に則り負担しま

す。また遠隔地での撮影により日帰りが難しい場合、弊センター基準に則り、宿泊

費を 2 名分負担します。 

(3) 提出された企画書の内容について、必要に応じてヒアリングを行うことがありま 

す。 

(4) 企画提案書の作成、応募等にかかる経費は、応募者の負担とします。 

(5) 提出書類については、内容及び金額の妥当性について、業者選定の参考とするため、

第三者に助言を求めることがあります。 

(6) 基本的に日本アセアンセンター職員が撮影に同行しますが通訳業務は行いません。 

(7) 質問がある場合は、提出期日までに担当者宛てにメールで送ること。 

mailto:nfujikawa@asean.or.jp


(8) 本契約により製作された制作物の知的財産権及びすべての権利は日本アセアンセ

ンターに帰属します。なお、第三者と知的財産権に係る調整が必要になる場合は、

受注者が調整することとします。 

(9) 委託が決定した際には、「暴力団等反社会的勢力ではないこと等に関する誓約書」

に署名・提出をしていただきます。 

 

以上 


